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１．東日本大震災の下水道被害概要 

東日本大震災は、東北地方から関東地方にかけ

ての多くの下水道施設に大きな被害を与えた。特

に太平洋沿岸部の処理場・ポンプ場は、津波によ

る壊滅的被害を受け、関東地方の東京湾沿岸部及

び利根川下流部では、地域全体の液状化により、

下水道管路施設の流下機能障害が生じた。（図１） 
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図１下水道施設の被害状況 

２．下水道施設の被害要因調査 

国土技術政策総合研究所では、東日本大震災で

生じた下水処理場及び下水道管路施設の被害の要

因を明らかにするために、被災した自治体に対し

アンケート調査（有効回答率69％）を実施した。

下水処理場内の個々の施設（23施設に細分化）と

管きょを対象とした被災要因別被害割合を図２に

示す。 
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図２ 下水道施設被害要因 

下水処理場では、津波によるものが54％、次い

で地震動によるものが41％、液状化4％であった。

管きょでは、液状化によるものが約90％を占めて

おり、その中でも、新潟中越地震以降問題となっ

た管きょの埋戻し土の液状化が66％と最も多い結

果となった。また周辺地盤の液状化についても過

去とは異なり、25％もの被害があった。 

３．東日本大震災での下水道施設の課題 

沿岸部の都市における下水処理場は、自然流下

方式の採用及び公共用水域への放流の必要性から、

必然的に海域に比較的近い場所に処理場が建設さ

れる。このため、今般の津波では、強力な波力に

よる建築構造物の損傷及び電気・機械設備の浸水

による故障の被害が多くみられた。しかし、現況

の耐震対策指針類には、津波対策に関する記述が

ないことから、今後早急に、被害の実態を踏まえ、

耐津波対策を考慮した下水道施設設計の考え方を

取りまとめ公表する予定である。また下水道管路

施設は、耐震未対策の施設が多く被災する中、周

辺地盤の液状化で取付け管等から土砂が流入し、

本管の被害が軽微な状況にもかかわらず土砂によ

る閉塞や流下機能障害が発生した。このことから、

埋戻し部の被害では、従来の液状化対策を進め、

周辺地盤の液状化被害が発生した施設では、従来

対象となっていない取付け管等についても液状化

対策の対象とするような耐震対策指針の拡充を進

めていく予定である。 

４．成果の活用 

耐津波対策を考慮した下水道施設設計の考え方

や液状化対策の拡充の考え方は、下水道地震・津

波対策技術検討委員会で公表し、その後下水道施

設の耐震対策指針の改訂委員会等の検討を経て耐

震対策指針へ反映される予定である。 
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液状化に関する強震記録の分析

－液状化対策技術検討会議に資する検討－
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１．液状化対策技術検討会議

東日本大震災では広い範囲にわたって液状化現

象が発生し、住宅・宅地、社会基盤施設等に大き

な被害が生じた。国土交通省では「液状化対策技

術検討会議」を平成23年5月に設置し、液状化によ

る被害実態等の把握、液状化判定手法の検証等の

各社会基盤施設等に共通する技術的事項について

検討を進めた1)。国総研では、本会議の検討に資

するため、土木研究所とも協力の上、東北地方太

平洋沖地震の強震記録を分析し、代表的な液状化

判定法であるFL法の妥当性等を検討した2)。

２．最大加速度分布の推計とFL法の妥当性検討

東日本大震災では継続時間の長い特徴的な地震

動が多数観測され、このような特性が液状化の発

生に影響する可能性があることから、強震記録と

被害調査結果をもとにFL法の妥当性を検討した。

FL法は、液状化抵抗を表す「動的せん断強度比R」

と地震外力を表す「地震時せん断応力比L」の比「液

状化抵抗率FL」を指標とし(FL=R/L)、FLが1.0以下

の土層は液状化すると判定する方法である。地震

時せん断応力比Lは、地表面における地震動の最大

加速度から計算されるため、東北地方太平洋沖地

震の地震動の最大加速度分布を推計した（図１）。

この最大加速度分布を用いた関東地方の112箇

所を対象とするFLの計算結果から、FL>1.0となる

地点では液状化が発生しておらず、FL法による液

状化判定に液状化発生の見逃しが見られないこと

等が確認された2)。

(cm/s2)

図１ 推計した最大加速度分布

３．今後に向けて

今回得られた強震記録を用いて地盤の動的解析

手法を検証し、地盤の変形量の推定精度向上、ひ

いては液状化対策の合理化に資するよう検討を進

めている。
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